
茂原市職員の給与・定員管理等について（平成１９年度） 

 
１ 総 括 
（１） 人件費の状況（普通会計決算） 

区   分 
住民基本台帳人口 

（１８年度末） 

歳 出 額 

A 
実質収支 

人 件 費 

B 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

１７年度の人件費率 

１８年度 94,258 人 23,663,313 千円 665,943 千円 5,217,651 千円 22.0％ 24.1％ 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

給             与             費 
区 分 

職員数 

Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

一人当たり 

給与費 Ｂ／Ａ 

（参考） 
類似団体平均 
一人当たり給与費 

１８年度 642 人 2,506,702 千円 259,766 千円 816,359 千円 3,582,827 千円 5,581 千円 6,333 千円 

 （注）１ 給与費とは、人件費のうち職員に支給される給料と職員手当（退職手当を除く）をいいます。 
    ２ 職員数は、平成１８年４月１日現在の人数です。 

 

 

（３）特記事項 

  茂原市では、平成１８年４月１日から一般職員の給料を１％～６％減額しています。 

 

 

 

 

 

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
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 （注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の 
     給与水準を示す指数です。 

級区分 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級・９級 

減額率 １％ ２％ ３％ ４％ ５％ ６％ 



 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

（１） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１９年４月１日現在） 

① 一般行政職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 
（国ベース） 

茂原市 ４３．６歳 343,264 円 390,008 円 378,972 円 

国 ４０．７歳 325,724 円 ― 383,541 円 

千葉県 ４４．７歳 363,327 円 448,059 円 412,308 円 

類似団体 ４３．８歳 343,951 円 408,150 円 376,934 円 

 
 

② 技能労務職 

 
 

③ 教育職 
区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

茂原市（幼稚園教諭） ４８．６歳 376,077 円 399,654 円 

高校教員  ４６．５歳 413,666 円 486,024 円 
千葉県 

小・中学校教員  ４４．３歳 385,808 円 448,374 円 

類似団体（幼稚園教諭） ４４．４歳 348,004 円 372,712 円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成１９年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均です。 
   ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべ 

ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。 
また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当 

が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。 
３ 技能労務職の民間データは、「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）における、平成１６年、１７年及び１８年の 

３ヶ年平均の数値（内線電話交換手は平成１４年、１５年及び１６年の３ヶ年平均の数値）を使用しています。 
   ４ 技能労務職の職種と民間の類似職種については、茂原市が正規職員のみを対象としているのに対し、民間データ 

は短期雇用のアルバイト等の非正規職員も含んでおり、経験年数、平均年齢、業務内容、雇用形態等が一致してい 
ないため、単純に比較することはできません。 

 

公  務  員 民    間 参 考 
区 分 

平均年齢 平均給料月額 
平均給与月額 

（Ａ） 

平均給与月額 

（国ベース） 

対応する民間の

類似職種 
平均年齢 

平均給与月額

（B） 
Ａ／B 

茂原市 ４８．５歳 298,382 円 318,410 円 315,937 円 ― ― ― ― 

うち 
清掃職員 

３９．４歳 256,118 円 279,794 円 279,794 円 
廃棄物処理業

従業員 
３３．３歳 300,000 円 0.93 

うち 
電話交換手 

４５．５歳 318,176 円 325,938 円 325,938 円 
内線電話 
交換手 

４１．４歳 213,000 円 1.53 

うち 
給食調理員 

４９．９歳 277,083 円 290,679 円 289,729 円 調理士 ４１．５歳 257,000 円 1.13 

うち 
作業員 

４８．８歳 310,951 円 328,526 円 326,863 円 ― ― ― ― 

うち 
用務員 

５２．４歳 281,341 円 296,993 円 295,312 円 用務員 ５３．７歳 229,000 円 1.30 

 

うち 
自動車運転手 

５０．３歳 333,797 円 384,486 円 370,105 円 
自家用乗用 

自動車運転者 
５２．５歳 286,000 円 1.34 

国 ４８．８歳 287,094 円 ― 320,514 円 ― ― ― ― 

千葉県 ４９．４歳 330,096 円 380,128 円 360,135 円 ― ― ― ― 

類似団体 ４８．０歳 313,225 円 346,246 円 330,862 円 ― ― ― ― 



 

（２）職員の初任給の状況（１９年４月１日現在） 

区   分 茂原市 千葉県 国 

Ⅰ種  179,200 円 
大学卒 176,800 円 176,800 円 

Ⅱ種  170,200 円 一般行政職 

高校卒 142,800 円 142,800 円    138,400 円 

高校卒 142,800 円 142,800 円     ― 
技能労務職 

中学卒 138,400 円 131,500 円     ― 

教 育 職 大学卒 176,800 円 197,400 円     ― 

 

 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１９年４月１日現在） 

区   分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

大学卒 258,893 円 303,245 円 351,983 円 
一般行政職 

高校卒 224,532 円 265,683 円 300,076 円 

高校卒 194,900 円 226,400 円 250,000 円 
技能労務職 

中学卒 ― ― ― 

 

 

 
３ 一般行政職の級別職員数等の状況 
（１）一般行政職の級別職員数の状況（１９年４月１日現在） 

参  考 
区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１年前の構成比 

９ 級 部長・参事 １５人 ３．３％ ３．３％ 

８ 級 次長・副参事 １６人 ３．６％ ２．２％ 

７ 級 課長・主幹 ５７人 １２．６％ １１．７％ 

６ 級 課長補佐・副主幹 ４５人 １０．０％ １０．４％ 

５ 級 係長・主査 １０１人 ２２．４％ ２４．５％ 

４ 級 副主査 ９１人 ２０．２％ １９．４％ 

３ 級 主事（困）・技師（困） １０２人 ２２．６％ ２３．４％ 

２ 級 主事・技師 ２４人 ５．３％ ４．９％ 

１ 級 主事補・技師補 ０人 ０％ ０．２％ 

（注）１ 茂原市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 
   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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４ 職員の手当ての状況 
（１）期末手当・勤勉手当 

茂     原     市 国 
１人当たり平均支給額（１８年度決算） 

１，２９３千円 ― 

（１８年度支給割合） 
期末手当     勤勉手当 

    ２．３月分    １．４５月分 
（１．２月分）  （０．７５月分） 

（１８年度支給割合） 
期末手当     勤勉手当 

    ３．０月分    １．４５月分 
（１．６月分）  （０．７５月分） 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   ２．５～１０％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算    ５～２０％ 
・管理職加算  １０～２５％ 

（注）１ 茂原市では、平成１８年度における一般職の期末手当の支給月数を０．７月（再任用職員にあって 
は０．４月）削減しています。 

   ２ 茂原市では、平成１９年度の期末・勤勉手当の役職加算率を５０％削減しています。 
   ３（  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

 

（２）退職手当（１９年４月１日現在） 

茂     原     市 国 

（支給率）         自己都合   勧奨・定年 

勤続２０年      ２３．５ 月分  ３０．５５月分 

勤続２５年      ３３．５ 月分  ４１．３４月分 

勤続３５年      ４７．５ 月分  ５９．２８月分 

最高限度額      ５９．２８月分  ５９．２８月分 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

           （２％～２０％加算） 

１人当たり平均支給額    ２０，７９５千円 

（支給率）         自己都合   勧奨・定年 

勤続２０年      ２３．５ 月分  ３０．５５月分 

勤続２５年      ３３．５ 月分  ４１．３４月分 

勤続３５年      ４７．５ 月分  ５９．２８月分 

最高限度額      ５９．２８月分  ５９．２８月分 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

           （２％～２０％加算） 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１８年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 



 

 

（３）地域手当 

支給実績（１８年度決算）   ―   千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）   ―    円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

市内全域 ２％ ６９３人 ※６％ 

※国の制度における支給率６％とは、制度完成時（平成２２年度）の支給率であり、経過措置に基づく平成１９年度の 

支給率は、２．５％です。 

 

 

（４）特殊勤務手当（１９年４月１日現在） 

区    分 全  職  種 

支給実績（１８年度決算） ３，０００円 

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） ３，０００円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（１８年度決算） ０．１４％ 

手当ての種類 ４種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

感染症防疫手当 右記業務に従事した職員 感染疾患者の収容又は消毒作業 日額          ５００円 

家畜伝染病防疫作業手当 右記業務に従事した職員 家畜伝染病の予防又は汚染場

所等の消毒処理作業 
日額          ２００円 

行旅病人取扱手当 右記業務に従事した職員 行旅病人の収容 １件       １,５００円 

行旅死亡人取扱手当 右記業務に従事した職員 行旅死亡人の処理 １件       ３,０００円 

 

 

 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（１８年度決算） ５９，７６８ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） １１７ 千円 

支給実績（１７年度決算） ６５，０４６ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算） １２０ 千円 

 

 

 

 



 

（６）その他の手当（１９年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度 
との異同 

支給実績 
（18 年度決算） 

支給職員１人当た 
り平均支給年額 
（18 年度決算） 

扶養手当 

●配偶者              13,000 円 
●配偶者以外の扶養       １人 6,500 円 
満１６歳の年度初めから 
満２２歳の年度末までの 
子がいる場合の加算       １人 5,000 円 

同じ 67,383 千円 214,596 円 

住居手当 

●借家の場合（家賃 11,000 円 
を超える場合に限る）    家賃額に応じて

27,000 円を限度
に支給 

●自宅の場合            4,300 円 

異なる 34,156 千円 106,405 円 

通勤手当 

●電車、バスを利用する場合    全額支給 
●乗用車等を使用する場合    使用距離に応 

じて 2,000 円 
から 32,330 円 
を支給 

異なる 38,584 千円 64,200 円 

管理職手当 

職務の給６級以上の職員  職に応じて給料月額

の１０％～１８％ 
 
※平成１８年４月１日から２０％の減額措置 
  実支給率   ８％～１４．４％ 

異なる 73,069 千円 510,969 円 

休日勤務手当 

 
休日に勤務した場合   勤務１時間当たりの給 

与額の 100 分の 135 
 

同じ 377 千円 9,912 円 

夜間勤務手当 

正規の勤務時間として    勤務１時間当たり 
午後１０時から翌日の    の給与額の 100 分 
午前５時までの間に勤    の 25 
務した場合 

同じ 9 千円 626 円 

 

 

 

５ 特別職の報酬等の状況（１９年４月１日現在） 

 

区     分 給   料   月   額   等 

給 
料 

 
市     長 
副  市  長 

 
675,000 円 （900,000 円） 
620,000 円 （775,000 円） 

（参考）類似団体における最高／最低額 
1,089,000 円 ／ 616,000 円 

895,000 円 ／ 550,800 円 

報 
酬 

議     長 
副  議  長 
議     員 

436,500 円 （485,000 円） 
391,500 円 （435,000 円） 
364,500 円 （405,000 円） 

690,000 円 ／ 269,000 円 
620,000 円 ／ 228,000 円 
560,000 円 ／ 213,000 円 

市     長 
副  市  長 

（平成１９年度支給割合） 
      ３．８５ 月分 期 

末 
手 
当 

議     長 
副  議  長 
議     員 

（平成１９年度支給割合） 
      ３．８５ 月分 

退 
職 
手 
当 

市     長 
副  市  長 

（算定方式）          （１期の手当額）  （支給時期） 
 675,000 円×在職月数×0.35    11,340,000 円    任期毎 
 620,000 円×在職月数×0.25    7,440,000 円    任期毎 

（注）１ 給料及び報酬の（  ）内は、減額措置を行う前の金額です。 

   ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 
     勤めた場合における退職手当の見込額です。 
 
 
 



 

６ 職員数の状況 
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 

                                    （各年４月１日現在） 
職  員  数    区 分 

部 門 
平成１８年 平成１９年 

対前年 
増減数 主 な 増 減 理 由 

議  会 
総務企画 
税  務 
民  生 
衛  生 
労  働 
農林水産 
商  工 
土  木 

６ 
１２３ 

５９ 
１５８ 

４７ 
６ 

２２ 
 ８ 
９１ 

６ 
１２８ 

５６ 
１５３ 

４７ 
６ 

２０ 
 ８ 
８３ 

 － 
 ５ 
△３ 
△５ 
 － 
 － 
△２ 
 － 
△８ 

 
長生郡市合併協議会の設置 
事務の統廃合縮小 
事務の統廃合縮小及び退職者の不補充 
 
 
事務の統廃合縮小 
 
事務の統廃合縮小及び退職者の不補充 

一 
般 
行 
政 
部 
門 

計 ５２０ ５０７ △１３ ＜参考＞ 人口 1,000 人当たり職員数  ５．４人 

（類似団体の人口 1,000 人当たり職員数  ６．２人） 

教育部門 １２３ １１７  △６ 事務の統廃合縮小及び退職者の不補充 

普 
通 
会 
計 
部 
門 

小  計 ６４３ ６２７ △１９ ＜参考＞ 人口 1,000 人当たり職員数  ６．６人 

（類似団体の人口 1,000 人当たり職員数  ８．４人） 

下 水 道 
そ の 他 

２２ 
４３ 

２０ 
４９ 

△２ 
６ 

事務の見直し 
介護保険課業務の充実 

公会 
営計 
企部 
業門 
等 小  計 ６５ ６９ ４ 

 

合  計 ７０８ 
［８０７］ 

６９３ 
［８０７］ 

△１５ 
［ ― ］ 

＜参考＞ 人口 1,000 人当たり職員数  ７．４人 

（注） ［   ］内は、条例定数の合計です。 

 

（２）年齢別職員構成の状況（１９年４月１日現在） 

区 分 
20 歳 

 

未 満 

20 歳 

  

23 歳 

24 歳 

  

27 歳 

28 歳 

  

31 歳 

32 歳 

  

35 歳 

36 歳 

  

39 歳 

40 歳 

  

43 歳 

44 歳 

  

47 歳 

48 歳 

  

51 歳 

52 歳 

  

55 歳 

56 歳 

  

59 歳 

60 歳 

  

以上 

計 

職員数 ０人 14 人 42 人 64 人 105 人 72 人 48 人 35 人 104 人 115 人 93 人 1 人 693 人 

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

２０歳
未

満

２０～
２３

２４～
２７

２８～
３１

３２～
３５

３６～
３９

４０～
４３

４４～
４７

４８～
５１

５２～
５５

５６～
５９

６０歳
以

上

構成比

５年前の構成比

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 



 

（２） 定員管理の数値目標及び進捗状況 

 ①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 

平成１７年４月１日 

職 員 数 

平成２２年４月１日 

職 員 数 
純減数 純減率 

７２５人 ６４９人 ７６人 △１０．５％ 

 

 

 

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

                                                             （各年４月１日現在） 

     区 分 

部 門 

１７年 

計画始期 

１８年 

１年目 

１９年 

２年目 

２０年 

３年目 

２１年 

４年目 

２２年 

５年目 

17 年～18 年 

計 

（参 考） 

数値目標 

職員数 ７２５ ７０８ ６９３    ― ６４９ 

全部門 

増 減 
 

△１７ △１５    △３２（42.1％） △７６ 

（注）１ 計画期間は、１７年～２２年の５年間です。 
   ２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。 
   ３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降 
     現年までの職員増減数の累計を示します。 
 


